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山元町の給与・定員管理等について（平成１７年度） 
 

 

 

１ 総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（16 年度末) 

歳  出  額

    Ａ 

実 質 収 支

 

人  件  費

    Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

( 参 考 )

15 年度の

人 件 費 率

16 年度 
人 

１７，８１０ 

千円

6,411,232

千円

263,166

千円

1,466,931

％ 

22.9 

％

23.1

 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計予算） 

給     与     費 

区 分 

職 員 数 

Ａ 給  料 職員手当 期末･勤勉手当   計 Ｂ 

一人当たり 

給与費 

   Ｂ／Ａ 

17 年度 
人 

１８５ 

千円 

645,008  

千円

90,450 

千円

255,036 

千円 

990,494  

千円

5,354

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 給与費は当初予算に計上された額である。 

 

 

 (3) 特記事項 

 

 

 

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 
 （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。 

    ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（17 年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

３２６，３８３円
山元町 ３９．５歳 ２９３，２００円

３１４，１２３円

国 ４０．３歳 ３２９，７２８円 ３８２，０９２円

３７２，１０２円
類似団体 ４２．３歳 ３２８，３５１円

３５５，９４１円

 

 

②技能労務職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

２３７，０７９円 
山元町 ４４．３歳 ２２７，８００円

２３５，６２７円 

２１６，４０１円 
うち用務員 ４０．３歳 ２０９，３９１円

２１５，１１８円 

２５４，２２１円 
うち学校給食従事員 ４７．５歳 ２４５，２９３円

２５３，７６４円 

２１０，３７９円 

 

うちその他の技能労

務職 
４３．２歳 ２０４，４２５円

２０８，１７５円 

国 ４８．１歳 ２８５，００８円 ３１６，３５０円 

３０９，４２５円 
類似団体 ４８．５歳 ２８８，８２９円

３００，８８３円 

民間事業者平均 ４７．４歳 － ４０３，０８８円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成 17 年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 

   ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合

計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ

ているものである。 

     また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のた

め国家公務員と同じベースで再計算したものである。 
 

 

 (2) 職員の初任給の状況（平成 17 年４月１日現在） 

山元町 国 区    分 

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料 

大 学 卒 170,700 円 184,400 円 170,700 円 184,400 円
一般行政職 

高 校 卒 138,800 円 148,500 円 138,800 円 148,500 円

高 校 卒 131,900 円 140,700 円 － － 
技能労務職 

中 学 卒 120,600 円 128,100 円 － － 

 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１７年４月１日現在） 

区    分  経験年数 10 年  経験年数 15 年   経験年数 20 年  

大 学 卒 260,900 円 313,100 円 353,300 円
一般行政職 

高 校 卒 －     円 269,300 円 －     円

高 校 卒 －     円 －     円 －     円
技能労務職 

中 学 卒 －     円 177,200 円 －     円
（注）「－」は該当職員がいないことを示します。 
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（１７年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１級 主事、技師 ８人 ６．５％

２級 主事、技師 ２７人 ２２．0％

３級 主事、技師 １７人 １３．８％

４級 係長、主査 １６人 １３．０％

５級 補佐、副参事 １９人 １５．４％

６級 補佐、副参事 １８人 １４．６％

７級 課長 １３人 １０．６％

８級 課長 ５人 ４．１％

 

 

 
 

 

(2) 昇給期間短縮の状況 

区       分 全 職 種 

職   員   数 

                Ａ 
２０６人

普通昇給期間（12～24 月）を 

短縮して昇給した職員数 

           Ｂ 

２５人１６年度 

比       率 

              Ｂ／Ａ 
１２．１％

職   員   数 

                Ａ 
２０７人

普通昇給期間（12～24 月）を 

短縮して昇給した職員数 

                Ｂ 
１６人

１５年度 

比       率 ７．７％
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             Ｂ／Ａ 

 

４ 職員の手当の状況 

 (1) 期末手当・勤勉手当 

山元町 国 

１人当たり平均支給額（16 年度） 

              １，３９５千円

－ 

  

（１６年度支給割合） 

   期末手当      勤勉手当 

   ３．００ 月分   １．４  月分 

 （ １．６ ）月分 （ ０．７ ）月分 

（１６年度支給割合）           

   期末手当      勤勉手当 

   ３．００ 月分   １．４  月分 

 （ １．６ ）月分 （ ０．７ ）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

(2) 退職手当（平成 17 年４月１日現在） 

山元町 国 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年

勤続 20 年    21.00 月分   27.30 月分

勤続 25 年    33.75 月分   42.12 月分

勤続 35 年    47.50 月分   59.28 月分

最高限度額   59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

             (2％～20％加算) 

1 人当たり平均支給額 670 千円 26,716 千円 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年

勤続 20 年    21.00 月分   27.30 月分

勤続 25 年    33.75 月分   42.12 月分

勤続 35 年    47.50 月分   59.28 月分

最高限度額   59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

             (2％～20％加算) 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 
 

 

(3) 調整手当（平成 17 年４月１日現在） 

支 給 実 績（16 年度決算）         78 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（16 年

度決算） 

77,901 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都千代田区  １２％ ０人 １２ ％ 

宮城県仙台市  ３％ ０人 ３ ％ 

 

 

(4) 特殊勤務手当（平成 17 年４月１日現在） 

支給実績（16 年度決算） ２６６千円

支給職員１人当たり平均支給年額（16 年度決算） １１，５８３円

職員全体に占める手当支給職員の割合（16 年度） １９．５％

手当の種類（手当数） １４

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

防疫業務手当 感染症等が発生した場合、作業する職員 日額５００円 

犬、猫等取扱業務手当 捕獲、抑留、引取等従事職員 日額５００円 

犬、猫等取扱業務手当 死骸処理従事職員 １件５００円 

不快業務手当 霊柩車運転従事職員 １回５００円 

不快業務手当 行旅死病人取扱従事職員（死人） １件２，０００円 

不快業務手当 行旅死病人取扱従事職員（病人） １件５００円 

不快業務手当 身寄りの無い死人取扱従事職員 １件２，０００円 
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不快業務手当 精神病患者移送従事職員 １件５００円 

不快業務手当 清掃業務（不法投棄等）従事職員 日額５００円 

用地交渉業務手当 用地交渉業務従事職員 日額５００円 

用地交渉業務手当 現地境界立会業務従事職員 日額３００円 

税徴収業務手当 税徴収業務担当職員 月額３，０００円 

使用料等の督促業務手当 使用料等督促業務従事職員 日額３００円 

自動車点検業務手当 公用車の点検を業務としている職員 月額３，０００円 

 

 

(5) 時間外勤務手当 

支給実績（16 年度決算） ３８，１０１ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（16 年度決算） ２１６ 千円 

支給実績（15 年度決算） ３９，５７５ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（15 年度決算） ２２２ 千円 

 

 

(6) その他の手当（17 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 国の制度

との異同

国の制度

と異なる

内容 

支給実績 

（16 年度決算） 

支給職員１人当た

り平均支給年額 

（16 年度決算） 

扶養手当 １．配偶者 13,500 円 

２．配偶者以外の扶養親族 

ア)２人まで、それぞれ 6,000

円（職員に扶養親族でない配偶

者がある場合は、そのうち１人

について 6,500 円、職員に配偶

者がない場合は、そのうち 1人

について 11,000 円）３人目か

ら 1 人につき 5,000 円 

※扶養親族である子のうち、満

15 歳に達する日後の最初の 4月

1 日から満 22 歳に達する日後の

最初の 3 月 31 日までの間にあ

る子 

1 人につき 5,000 円  

同じ     １５，８２０千

円 

２２２，８１７

円

住居手当 １．借家・借間に居住している

職員 

ア）月額 23,000 円以下の家賃

を支払っている職員 

 家賃－12,000 円 

イ）月額 23,000 円を超える家

賃を支払っている職員 

 11,000 円＋（家賃－23,000

円）÷２で２7,000 を限度 

２．自宅に居住している職員  

2,500 円（新築・購入の日から

5 年を経過していない住居に限

る） 

同じ      ６，３０２千円 １９６，９４１

円

通勤手当 １．交通機関等の利用者 

 定期券又は回数券の価額（最

も経済的かつ合理的なもの）

で、1カ月当りの運賃等相当額

は 55,000 円を限度に支給 

２．自動車等の使用者 

 使用距離（片道）により

2,000 円から 24,500 円  

同じ    ９，１１５千円 ５３，９３３円
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５ 特別職の報酬等の状況（平成 17 年４月１日現在） 

区     分 給料月額等 

（参考）類似団体における最高／最低額 

 

給料 

町   長 

 

助   役 

 

収 入 役 

 

８４２，０００円 

（７９９，９００円） 

６３７，０００円 

（６０５，１５０円） 

５９９，０００円 

（５６９，０５０円） 

８６０，０００円／５０７，６００円 

 

６９０，０００円／４８７，０００円 

 

６４１，２００円／４６８，０００円 

 

報酬 

議   長 

副 議 長 

議   員 

３１０，０００円 

２６０，０００円 

２５０，０００円 

３９５，０００円／２３１，０００円 

３２５，０００円／１８３，０００円 

３００，０００円／１６８，０００円 

町   長 

助   役 

収 入 役 

 （17 年度支給割合） 

          ３．３０月分  

期末 

手当 

 

議   長 

副 議 長 

議   員 

 （17 年度支給割合） 

          ３．３０月分 

退職 

手当 

 

町   長 

助   役 

収 入 役 

 （算定方式）                （支給時期） 

給料月額×在職月数×44/100                

給料月額×在職月数×26/100           任期毎 

給料月額×在職月数×23/100       
（注）１ 平成 17 年 4 月から抑制措置として、町長、助役、収入役は給料月額の５％を減額しています 

２ （  ）内は５％を削減した給料月額です 

 

 

６ 職員数の状況 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

（各年４月１日現在） 

  職  員  数      区 分 

部 門 平成 16 年 平成 17 年 

対 前 年 

増 減 数 

   主な増減理由 

議会 ３ ３    

総務 ４４ ４２ △２ 合併協議担当職員の減 

税務 １４ １４    

民生 ４６ ４７ １ 事務量の増  

衛生 １０ ９ △１ 衛生担当課課長補佐の減 

労働 １ １    

農水 １４ １４    

商工 ２ ２    

土木 １１ １１    

一般行

政部門 

小  計 １４５ １４３ △２   

特別行 

政部門 
教育 ４１ ４１  

  

水道 ６ ６  

下水道 ６ ６  

その他 ８ ８  

  公営企 

業会計 

部門 

小  計 ２０ ２０     
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合  計 

 

２０６ 

[２１０］ 

２０４ 

[２１０] 
△２ 

 

注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

  ２ [   ]内は、条例定数の合計である。 

 

(2) 年齢別職員構成の状況（平成 17 年４月１日現在） 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成比

%

 

区分 

20 歳 

 

未満 

20 歳 

｜ 

23 歳 

24 歳 

｜ 

27 歳 

28 歳 

｜ 

31 歳 

32 歳

｜ 

35 歳

36 歳

｜ 

39 歳

40 歳

｜ 

43 歳

44 歳

｜ 

47 歳

48 歳

｜ 

51 歳

52 歳 

｜ 

55 歳 

56 歳 

｜ 

59 歳 

60 歳 

 

以上 

 

計 

 

職員

数 
１人 ６人 

３１

人 

３５

人 

１８

人 

１６

人 

１１

人 

１５

人 

３１

人 

１４

人 

２６

人 
０人 

２０４

人 

 

 
(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 
① 定員適正化目標（数・率） 

計画期間 

始 期  終 期  

 

数値目標 

  

平成 17 年 4 月 1 日 平成 22 年 4 月 1 日 25 人 

 

 
② 平成２２年４月１日現在における定員の数値目標 
１７３人とする（公営企業職員を除く） 
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７ 公営企業職員の状況 

(1) 水道事業 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区分 

総費用 

 

  Ａ  

純損益又は

実質収支 

職員給与費

 

    Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

    Ｂ／Ａ 

(参考) 

15 年度の総費用に占

める職員給与費比率 

16 年度 
千円

418,907

千円

6,291

千円

36,000

％

8.59

％

8.90

 

 

イ 予算 

給     与     費 
区分 

職員数 

   Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計  Ｂ  

一人当たり給与費 

  Ｂ／Ａ 

17 年度 
人 

６ 

千円 

20,975 

千円

2,728

千円

8,414

千円 

32,117 

千円

5,353
（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

   ２ 給与費は当初予算に計上された額である。 
 

 

ウ  特記事項  なし 

 

 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 17 年４月１日現在） 

区 分  平均年齢 基本給 平均月収額 

山元町 39.0 歳 302,483 円 455,459 円

団体平均 44.1 歳 375,763 円 577,861 円

事業者 歳 円 円

 

 

③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

山元町 山元町 （一般行政職） 

１人当たり平均支給額（16 年度） 

       １，３５５千円 

１人当たり平均支給額（16 年度） 

        １，３９５千円 

（16 年度支給割合） 

   期末手当     勤勉手当 

   ３．０ 月分   １．４月分 

  （１．６）月分  （０．７）月分 

（16 年度支給割合） 

   期末手当   勤勉手当 

   ３．０月分  １．４月分 

  （１．６）月分 （０．７）月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置

  

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  
(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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イ 退職手当（平成 17 年４月１日現在） 

山 元 町    山元町 （一般行政職・団体平均等） 

（支給率）    自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年    21.00 月分  27.30 月分 

勤続 25 年    33.75 月分  42.12 月分 

勤続 35 年    47.50 月分  59.28 月分 

最高限度額   59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

         (２～２０％) 

1 人当たり平均支給額 － 千円  － 千円 

（支給率）    自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年    21.00 月分  27.30 月分 

勤続 25 年    33.75 月分  42.12 月分 

勤続 35 年    47.50 月分  59.28 月分 

最高限度額   59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

         (２～２０％) 

1 人当たり平均支給額 670 千円 26,716 千円 
（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 

 

ウ 調整手当（平成 17 年４月１日現在） 

支 給 実 績（16 年度決算） －          千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（16 年度決算） －           円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

－  －  ％ －   人 －          ％ 

 

 

エ 特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在） 

支給実績（16 年度決算） １９千円

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） ９，５００円

職員全体に占める手当支給職員の割合（16年度） ３３．３％

手当の種類（手当数）   

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

用地交渉業務手当 用地交渉業務従事職員 用地交渉  日額５００円

 境界立会業務従事職員 現地境界立会  日額３００円

料金滞納督促業務手当 料金滞納督促業務職員 督促業務  日額３００円

水質検査業務手当 水質検査業務従事職員 水質検査 日額５００円

 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（16 年度決算）      ６３１千円 

職員１人当たり平均支給年額（16 年度決算） １２６，２００千円 
（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 

 

カ その他の手当（平成 17 年４月１日現在） 

手当名 
内容及び支給

単価 

一般行政職の

制度と異同

一般行政職と

制度の異なる

内容 

支給実績 

（16 年度決算） 

支給職員１人当り平均

支給年額 

（16 年度決算） 

管理職手当   同じ    ４６７千円 ４６６，９３８円

扶養手当    同じ     ４１３千円 １３７，５００円

通勤手当    同じ     １４６千円 ３６，６００円

住居手当    同じ     ２３千円 ２２，５００円
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寒冷地手当    同じ     ３１９千円 ５３，１２０円

時間外手当    同じ     ５７８千円 １１５，５６６円

 

 

 

 

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

ア 定員適正化目標（数・率） 

計画期間 

始 期  終 期  

 

数値目標 

 

平成 17 年 4 月 1 日 

 

平成 21 年 4 月 1 日 

    

０人 

 

 

イ 平成２２年４月１日現在における定員の数値目標 

６人 

 


